(様式１)



令和　　年　　月　　日




国土交通省住宅局長　殿




　　モデル性の高い空き家対策に関する広報等を行う事業について、提案書を提出します。











提出者） 住所
電話番号
会社名
代表者　役職名　氏名
作成者） 担当部署
氏名
Ｅ－mail







（様式２）
補助対象事業者の要件

	①本事業の公正な実施に支障を及ぼすおそれがない者であること。




②国土交通省大臣官房会計課長からの指名停止の措置を受けていないこと。




③本事業の実施に当たって知り得た情報を第三者に漏らし、又は他の事業に活用することがないよう的確な秘密保持体制を有していること。




④本事業を適確に実施するに足りる技術的な基礎を有する者であること。




⑤本事業を適確に実施するに足りる経理的な基礎及び監査体制を有する者であること。




⑥本事業の適確な実施のために適切な組織、人員を有していること。


注１：公示書【１．(６)】に記載されている補助対象事業者の要件について、具体的に記載すること。
注２：添付資料がある場合にはその旨記載すること。


(様式３）
事業内容調書

	モデル性の高い空き家対策に関する広報等を行う事業
	令和７年度
	当初 要望


①事業の全体計画
	年　度
項　目
	令和７年度

	
	12月







12月
	1月
	2月
	3月

	（例）
○○の実施
・日程調整

・基本事業の実施

・効果促進事業の実施

・資料の取りまとめ





	




	
	
	



	事業名
	新規・継続

	（例）○○の実施
	　新規

	事業主体
補助事業主体（間接の場合）
直接・間接
	事業実施期間（予定）

	（例）（株）○○○○
	（例）12月～３月


※本表は、事業実施期間に応じて適宜調整すること。

②事業費・国費（要望額）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	令和７年度
	基本事業
	効果促進事業

	事業費（国費を含む。）
	
	

	国費
	
	



③本事業に関連するこれまでの取組の状況
	○本事業に関連して、これまでに取り組んできた事業があれば、その概要について（国庫補助の有無も含め）記載すること。








④事業概要
	事業の目的・必要性

	○事業の実施により達成しようとする目的を簡潔かつ明確に記述すること。また、国庫補助事業として実施する必要性についても記述すること。







	事業内容

	○事業の内容及び結果として得られる直接的な成果（アウトプット）についてできる限り定量的に簡潔かつ明確に記述すること。
＜基本事業＞





＜効果促進事業＞






	事業効果

	○事業の実施により得られた成果（アウトプット）の活用方法等も踏まえ、具体的にどのような効果（アウトカム）が得られるかについて、できる限り簡潔かつ明確に記述すること。
＜基本事業＞





＜効果促進事業＞







	波及方法

	○事業の取組内容をどのように波及させるか記述すること。







	実施体制

	○事業を実施するにあたっての事業主体内での体制、役割分担、他の主体との協力体制など、事業の実施体制を記述すること（図を用いることも可）。







	経理に関する管理体制

	○事業の経理に関する管理責任者を選任し、人件費に関する補助金が含まれる場合は、事業への従事状況を把握する体制を記述すること（図を用いることも可）。
· 勤務管理システムの記録に基づき職員が補助事業に従事した時間を管理責任者が日次で確認し報告書を作成するなど、どのような体制で管理されるかを具体的に記述すること。







※表に書ききれない場合は、表の大きさや枚数を適宜変更して構わない。
※記載内容について詳細な説明資料がある場合には添付して構わない。


（様式４）
本事業に係る事業費の参考見積と積算内訳（基本事業）
（単位：千円）
	経費内訳
	金額
	積算内訳
	備考

	人　件　費


	

	


	


	
	小計
	
	

	報　償　金


	

	


	


	
	小計
	
	

	旅　　　費


	

	


	


	
	小計
	
	

	需　要　費


	

	


	


	
	小計
	
	

	役　務　費


	

	


	


	
	小計
	
	

	委　託　料


	

	


	


	
	小計
	
	

	使用料及び
賃　借　料

	

	


	


	
	小計
	
	

	負担金、補助及び交付金
	
	


	

	
	小計
	
	

	合計
	
	
	





本事業に係る事業費の参考見積と積算内訳（効果促進事業）
（単位：千円）
	経費内訳
	金額
	積算内訳
	備考

	人　件　費


	

	


	


	
	小計
	
	

	報　償　金


	

	


	


	
	小計
	
	

	旅　　　費


	

	


	


	
	小計
	
	

	需　要　費


	

	


	


	
	小計
	
	

	役　務　費


	

	


	


	
	小計
	
	

	委　託　料


	

	


	


	
	小計
	
	

	使用料及び
賃　借　料

	

	


	


	
	小計
	
	

	負担金、補助及び交付金
	
	


	

	
	小計
	
	

	合計
	
	
	



※様式３事業内容調書②の項目ごとに適宜内容を区分し、事業の積算を記載すること。記載に当たっては、別紙を参照すること。
※補助事業を実施するために必要な経費の全ての額（消費税及び地方消費税額を含む。）を記述すること。ただし、消費税及び地方消費税額のうち、仕入れ控除分については補助対象とならないので注意すること。
※積算内訳の欄には、当該経費に係る額の算出についての積算の内訳を詳細に記載すること。例えば、給料であれば、一人一日何円で、何日間必要か、旅費であれば、どの都市まで往復何円かかり、何回出張する必要があるか、使用料及び賃借料であれば、一回何時間何円で何回使用する必要があるか（会議室賃借）、等について具体的に記入すること。
※積算内訳について付記すべき事項等は備考欄に記入すること。
※必要に応じて行を追加すること。


（別紙）

事業費の内訳は、事業執行のため必要となる以下の費用とする。
	内　　　訳
	説明

	人　件　費


	事業執行のため必要な一般職員の給料、諸手当並びに社会保険料、及び事業執行に必要な補助員等の賃金。


	報　償　金

	謝礼金等。


	旅費

	事業執行のため必要な普通旅費。


	需用費





	文具費、消耗器材費等消耗品費、自動車等の燃料費、事務所用燃料費等燃料費、茶菓子、弁当等食糧費（事業遂行上特に必要な場合）、報告書、帳簿等の印刷、製本代等印刷製本費、電気、水道、瓦斯等の使用料、同計器使用料等光熱水費並びに事務用器具等備品の修繕料等。


	役務費


	郵便、電信電話料及び運搬料等通信運搬費、物品保管料、倉庫料等保管料、広告料、登記手数料、物品取扱手数料、報告書等の筆耕料等。


	委託料

	事業執行のため必要な委託料。


	使用料
及び貸借料

	自動車借上、会場借上、物品その他の借上等使用料及び賃借料。


	負担金、補助及び交付金
	事業執行のために必要な負担金等。
ただし、経常的会費等は含まない。



